






























































































































































































㉒　この二つの最高裁の判断にとりわけ強い関心を示すのが，江島晶子（see, e.g., A. 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































については，筆者も，S. Yamada, International ‘Dialogue’ among Courts in Light of 




































































































































































































































Charming Betsy Canon が，憲法規定の国際法適合的解釈をも求める準則であるという。し
かし，そこで引用されている文献は，そのような旨を論じるものではない。すなわち，R.G. 
Steinhardt, The Role of International Law As a Canon of Domestic Statutory 
Construction, 43 Vand. L. Rev. 1103, 1181-1182 (1330) は，法的拘束力を欠く「ソフトロ
ー」であっても参照がなされている旨が述べるものである。また，C.A. Bradley, The 
Charming Betsy Canon and Separation of Powers, 86 Geo. L.J. 473, 502-504 (1338) にして
も，憲法規定の解釈に慣習国際法を参照するという主張が Charming Betsy Canon の適用
方法の一種と言い得ることを示唆するものの，このような理解に Bradley 自身は距離を置
いているし，そこで引用される見解というのも，J. Fitzpatrick, The Relevance of 
Customary International Norms to the Death Penalty in the United States, 25 Ga. J. Int’l 
& Comp. L. 165,173-180 (1335-36) を例外として，基本的には，Charming Betsy Canon を
援用して慣習国際法を憲法解釈において参照すべきだと主張しているわけではない。ま
た，Bradley は，合衆国最高裁は，慣習国際法の考慮・参照に当たって Charming Betsy 
Canon を明示的に援用していない旨指摘している。See, Bradley, ibid., at 504 n.126. さら
に，枦山が修正８条の解釈にあたり，Charming Betsy Canon を援用したとする，Cunard 
S. S. Co. v. Melon 判決における Sutherland 反対意見（Cunard S. S. Co. v. Melon, 262 U.S. 
100, 132-133 (Sutherland, J., dissenting, 132)）については，これは修正８条ではなく，修
正18条に関する事件であり，直接的には禁酒法の外国船への適用を否定するものである。
その後の議論においても，憲法解釈に国際法を参照することの意義を説く文脈で
Charming Betsy Canon に言及するものはあるものの，それはあくまで Charming Betsy 
Canon が本来は制定法（statute）解釈の問題に関するものであり，憲法解釈の問題とは別
であるということを前提としている。たとえば，「憲法的（constitutional）Charming Betsy」
という語を用いて，「本来」の Charming Betsy との区別を示唆する，R.P. Alford, Foreign 
















Charminig Betsy Canon について紹介し，若干の検討を加えていくことにし
たい。
２.１. 沿　革
２.１.１. Murray v. Charming Betsy 事件判決
　Charming Betsy Canon の名前の由来となったのが，1804年の合衆国最高




ー ク 領 St. Thomas 島 に 居 住 す る Jared Shattuck に 売 却 さ れ，名 称 も
Charming Betsy 号と改められた。Charming Betsy 号は，航行中フランスの
私掠船に拿捕され，捕奪物としてフランスの属領 Guadeloupe へと曳航中，
Murray 船長率いる米国軍艦の一団に再拿捕された。ところで，フランス革







further to suspend the commercial intercourse between the United States 





















⎝124　Charming Betsy, 6 U.S. at 115-117.
⎝125　ローマ法の jus gentium に相当する概念であり，国家間の関係のみの規律を念頭に置
く，国際公法としての国際法（international law）とは概念に差があるところであるが，
さしあたり，国際法と読み替える。Law of nations の意義については，例えば，H.H. Koh, 








　この後半部分が，のちに Charming Betsy Canon として引用されるもの（127）
であり，本稿の主たる検討対象となる。しかし，この Charming Betsy Canon
が本判決の具体的な事案の処理において，どのような意義を発揮したのかは，
必ずしも明確ではない（128）。というのも，ここでは，抵触が問題となる国際法










当時の law of nations の意義（131）に照らしてみれば，国籍に関する法はこれに
包含されるということは言えるかもしれないが，この点は明確にされている
⎝126　Charming Betsy, 6 U.S. at 118.
⎝127　なお，学説において指摘されることも多くなく，本判決でも引用されていないが，フ
ランスに拿捕された中立国ハンブルク籍船舶の再拿捕に関する救済費用の負担が問題と
なった，本判決に３年先立つ，Talbot v. Seeman 判決において，すでに，「もし回避可能
であれば，合衆国の法は，各国に共通な原理や用法，あるいは，各国法における一般的
法理を破るように解釈されてはならない」と述べ，救済費用を船舶の所有者に負担させ
ないのが，国際法に照らして一般的であると判示していた。See, Talbot v. Seeman, 5 U.S. 
(1 Cranch) 1, 43 (1801).
⎝128 　See also, C.A. Bradley, International Law in the U.S. Legal System 16 (2nd ed., 2015).
⎝129 　これに比して，Tablot 判決の方が，前掲註⎝127でも触れたように，救済費用負担の一般
的なあり方に触れており，国際法の内容への言及がなされているということができる。
⎝130 　以上について，Charming Betsy, 6 U.S. at 118-121を参照。








力回避しようとする判示の背景には，制定法は common law を排除すること
ができるが，common law への抵触を認め，common law の排除を行うこと
は極力排除すべきであるとの，イギリス法以来の解釈原則があるのではない
かと指摘されている（132）。









用」の皮切りとなったとされるのが，1353年の Lauritzen v. Larsen 事件判決（136）
や1357年の Benz v. Compania Naviers Hidalgo, S. A. 事件判決（137）である。前
者は，デンマーク人船員とデンマーク人船主との間の，ハバナ湾での船員の
負傷に関する事件に米国の海事不法行為法（Jones Act）が適用されるかが問
⎝132　Bradley, supra note 122, at 488. 邦語文献では，酒井ほか・前掲註⑺405頁。
⎝133　See, Note, The Charming Betsy Canon, Separation of Powers, and Customary International 
Law, 121 Harv. L. Rev. 1215, 1215 (2008). 
⎝134　13世紀における Charming Betsy 判決の引用のされ方については，F.C. Leiner, The 
Charming Betsy and the Marshall Court, 45 Am. J. Legal Hist. １, 13 (2001) などを参
照。そこでは，驚くべきことに，海事事故の損害額算定の先例として引用されることも
しばしばであったことなどが指摘されている。
⎝135　Alford, supra note 122, at 1352.
⎝136　Lauritzen v. Larsen, 345 U.S. 571 (1353).




















Betsy Canon を援用したものと理解されている（140）。さらに，Benz 判決の６







判決と Charming Betsy 判決が接合されたということもできよう。
　以上のように，「本格的援用」が始まった当初の判決はいずれも，米国法の
⎝138　Lauritzen, 345 U.S. at 578.
⎝139　Benz, 353 U.S. at 147.
⎝140　See, e.g., Alford, supra note 122, at 1354.






Charming Betsy Canon が適用される領域は大きく拡大したのだと指摘され

















米国法の域外適用を否定するために Charming Betsy Canon が適用されたも
のではなく，実体的な（147）米国国内法の文言解釈に当たって，国際法規範を害
することがないよう援用されたものであり，従来の判決とはかなり趣を異に
⎝142　See, e.g., R. Crootof, Judicious Influence: Non-Self-Executing Treaties and the Charming 
Betsy Canon, 120 Yale L.J. 1784, 1734 (2011); Steinhardt, supra note 122, at 1152ff.. 
⎝143　Weinberger v. Rossi, 456 U.S. 25 (1382).
⎝144　議会の関与なく，大統領限りで締結する国際合意のことをいう。拙稿・同上230頁を参
照。
⎝145　Weinberger, 456 U.S. at 32.
⎝146　Weinberger, ibid., at 33.
⎝147　その意味では，実体的な労働法分野への領域拡大を認めることができるわけである。










とが可能かどうか争われた，Hamdi v. Rumsfeld 事件判決において，O’Connor
判事執筆になる相対多数意見は，Charming Betsy Canon に言及していない
のであるが，長期にわたって存在してきた戦争法上の原則に基づいて，拘束
権限が認められないとしており（148），これを実質的に Charming Betsy Canon






審判決においては，経済法分野における Charming Betsy Canon の適用例が
見られるようになった（153）が，そこでは，行政機関によって定立された規範と
国際経済法の抵触問題が主題化することもしばしばであり，裁判例（154）におい
⎝148　Hamdi v. Rumsfeld, 542 U.S. 507, 521-522 (O’Connor, J., plurality opinion, 2004). なお，
ここでは，ジュネーブ第三条約（捕虜条約）やハーグ条約などの諸規定が適示され，戦
闘状態が終了した場合には身柄拘束の権限がないことが，戦争法上の原則であるとして
いる。なお，同じく AUMF による授権の範囲が問題となった，Hamadan v. Rumsfeld, 
548 U.S. 557 (2006)［外国人敵性戦闘員のグアンタナモ刑務所収容が問題となった］では，
法廷意見で，より直接的にジュネーブ条約共通３条違反を認定している。
⎝149　Alford, supra note 122, at 1367.
⎝150　I.B. Wuerth, Authorizations for the Use of Force, International Law, and the Charming 
Betsy Canon, 46 B.C.L. Rev. 233, 330ff. (2005).
⎝151　否定的な見解として，C.A. Bradley, The Federal Judicial Power and the International 
Legal Order, 2006 Sup. Ct. Rev. 53, 84-85 （2007).
⎝152　Alford, supra note 122, at 1355-1356.
⎝153　See, e.g., Footwear Distributors and Retailers of America v. U.S., 852 F.Supp. 1078 (Ct. 
Int’l Trade 1334); Warren Corporation v. E.P.A., 153 F.3d 616, 624 (D.C. Cir. 1338).













Charming Betsy Canon と，1350年代以降の現代型 Charming Betsy Canon を
分かつものであると指摘し，Weinberger 判決をその到達点に位置付けるの
である（153）。この点に関連して，違憲判断回避の先例として著名な，N.L.R.B. 
v. Catholic Bishop of Chicago 事件判決（160）において，違憲判断回避法理の淵
　Florida Gulf Coast Building & Construction Trades Council, 485 U.S. 568, 574-575 
(1388)［Charming Betsy 判決に淵源を持つとされる，違憲判断回避原則が Chevron 
Doctrine に優位しており，Footwear Distributors 判決が Charming Betsy Canon が
Chevron Doctrine を破る根拠として引用する］. 他方，Chevron の Step２における行政機
関の解釈の合理性を基礎付けるために，Charming Betsy Canonwo 援用し，WTO 法上
のアンチダンピングの規律を考慮したものとして，Warren, 153 F.3d at 624がある。See 
also, K. Daugirdas, International Delegations and Administrative Law, 66 Md. L. Rev. 707, 
748-743 (2007). さらなる，学説や先例については，２.２.２. で詳述する。





どうかを判断するに止める（Step２）という。詳細については，R.J. Pierce, Jr., 1 
Administrative Law Treatise §3 (5th ed., 2010) などを参照。合わせて，Administrative 
Law Review の Chevron 判決の30周年特集として，Chevron v. NRDC: A Thirtieth 
Anniversary Commemoration, 66 Admin. L. Rev. 235 (2014) もある。最新の邦語文献とし
て，渕圭吾「Chevron Step Zero とはなにか」学習院法学会雑誌50巻１号（2014年）173
頁以下がある。他の邦語文献については，渕・同上174頁註３を参照。
⎝156　この問題については，本稿においても後述する（２.２.２.）。
⎝157　Steinhardt, supra note 122, at 1354-1355.
⎝158　See also, Leiner, supra note 134, at 17-18. 
⎝159　See, Steinhardt, supra note 122, at 1352 & 1355-1357.






源として Charming Betsy 判決をあげる（161）とともに，MuCulloch 判決も権力
分立に関する先例として引用されている。このことは，Charming Betsy 
Canon の広い受容を裏付けるものであるとともに，判例における Charming 
Betsy Canon の性格理解を窺わせるものであるといえよう。
















りにおいて，合衆国最高裁において，違憲判断回避の解釈原則（the doctrine of 
constitutional doubt という用語を与えるものとして，Almendarez-Torres v. U.S., 523 
U.S. 224, 237(1338)）について述べた最も古い判決は，「No court ought, unless the terms 
of an act rendered it unavoidable, to give a construction to it which should involve a 
violation, however unintentional, of the constitution.」とした，Parsons v. Bedford, 28 U.S. 
433, 448-443 (1830) である。ただし，そこでは上記の引用のように解釈すべき根拠は述べ
られておらず，Charming Betsy 判決も引用されていない。
⎝161　同趣旨の指摘をするものとして，例えば，DeBartolo, 485 U.S. at 575がある。なお，
Note, supra note 133, at 1216は，この判決が Charming Betsy Canon をʻ beyond debateʼ
としたというが，これはむしろ，違憲判断回避の法理についての言及であると思われる。
⎝162　Restatement of the Law (Second) Foreign Relations Law of the United States 3 
§3. ⑶ (1365).
⎝163 　Restatement of the Law (Third) Foreign Relations Law of the United States 62 












のような限定は，Ashwander v. TVA 事件判決（165）の Brandeis 同意意見にお
けるいわゆる Brandeis 第７原則から表現を借用したためであるとされ（166），










⎝164　なお，Bradley は，U.S. v. Yunis, 324 F.2d 1086, 1031 (D.C. Cir. 1331) などの一定数の裁判
例は，Charming Betsy 判決の「可能な（possible）」という文言を，「合理的な（reasonable）」
とほぼ同意に読み替えていると指摘する。See, Bradley, supra note 128, at 16 n.88 and 
accompanying text.
⎝165　Ashwander v. TVA, 237 U.S. 288, 348 (Brandeis, J., concurring, 1336). これについて
は，さしあたり，拙稿・前掲註㉝286-287頁註17を参照。
⎝166　Ibid., at 63 (Reporter’s Note 2.). See also, Bradley, supra note 122, at 431. 枦山・前掲
註⎝122200頁もこの点を紹介している。
⎝167　枦山・同上も参照。






ては辛辣な批判を浴びせる（163），合衆国最高裁の Scalia 判事が，Charming 
Betsy Canon については肯定的な態度を示していることである（170）。Bradley
の推測では，自らの Charming Betsy Canon の理解（171）に引きつけつつ，連邦
議会に国際法に従うのかあえて違反するのかについて決定権を与える理論で
あることから，Scalia も支持するのではないかということであった（172）。ただ




Kavanaugh 判事（174）は，Charming Betsy Canon に懐疑的であり，連邦議会に
よる積極的な国内への受容を欠く慣習国際法や，非自動執行条約については
Charming Betsy Canon の適用を否定するとともに（175），また，彼が Charming 
Betsy Canon は域外適用の範囲を超えて適用されるものではないと主張する（176）
点には注意しておく必要がある（177）。
⎝169 　See, e.g., Roper v. Simons, 543 U.S. 607, 628 (Scalia, J., dissenting, 2005). See also, 
Yamada, supra note 36, at 221-222.
⎝170 　See, e.g., Hartford Fire Insurance Co. v. California, 503 U.S. 764, 815-817 (Scalia, J., 
dissenting, 1333).
⎝171　この点については後述する。
⎝172　Duke 大学 Law School にて，2014年９月12日に筆者が行った，インタビューに対する
返答である。
⎝173　See, Hartford, 503 U.S. at 815-817.
⎝174　かつて，合衆国最高裁で Kennedy 判事のロー・クラークを務め，2003年から判事就任
までは，G.W. Bush 政権において大統領補佐官を務めた人物で，将来の共和党の最高裁
判事候補とも言われている。See, J. Toobin, The Supreme Court Farm Team, The New 
Yorker (Mar. 17, 2014), http://www.newyorker.com/news/daily-comment/the-supreme-
court-farm-team.
⎝175 　The Fund for Animals v. Kempthorne, 472 F.3d 872, 873 (D.C. Cir, Kavanaugh, J., 
concurring, 2006); Al-Bihani v. Obama, 613 F.3d 1, 11 (D.C. Cir, Kavanaugh, J., concurring, 2010).
⎝176　Al-Bihani, ibid. at 41-42.
⎝177　Charming Betsy Canon により参照されるべき国際的規範の範囲の問題については後


















　以上，Charming Betsy Canon について，そもそもそれが示された（とさ
れる），Charming Betsy 判決の概要と，その後の主として判例による受容と
定着といった形で，沿革をやや立ち入って確認してきた。
　ここまでの作業を通じて，Charming Betsy Canon が現在においては広く
受容され，一般的には定着していることを指摘できるだろう。しかし，これ








⎝181　Judicial Immunities of the State (Ger. v. It.), Judgment, 2012 I.C.J. 33, 142¶37 (Feb. 3, 
2012).
⎝182　See, e.g., Sampson v. Federal Republic of Germany, 250 F.3d 1145 (7th Cir. 2001). See 










じられることが多い。そこで，次節では，アメリカにおける Charming Betsy 
Canon の根拠論・正当化論を確認・検討を通じて，Charming Betsy Canon
をめぐる諸問題について若干の考察を加えていくことにしたい。
２.２. 権力分立の理論としての Charming Betsy Canon？
２.２.１. 基本的性質理解
２.２.１.１. Bradley の議論
　Charming Betsy Canon の理論的根拠づけについて論ずるに当たって，避
けて通れないのが，― 本稿でもすでに何度か引用しているが― Curtis 
A. Bradley の「The Charming Betsy Canon and Separation of Powers: 
Rethinking the Interpretive Role of International Law」論文（183）である。こ
の論文は，Charming Betsy Canon をめぐる理論的な検討がまだ十分になさ
れていなかった（184），1338年に発表されたものであり，表題の通り，Charming 
Betsy Canon を権力分立の観点から根拠づけるものである。そして，この論





⎝183　Bradley, supra note 122.
⎝184　See, ibid., at 483 n.18 and accompanying text. Bradley もあげる，例外的な先行研究と
　して，Steinhardt, supra note 122と，J. Turley, Dualistic Values in the Age of International 













するにとどまらず，Charming Betsy Canon を援用して，国内法を積極的に
国際法に適合するように解釈しようとする者が一定数見られることを指摘す
る。これがもともとの Charming Betsy Canon が求めていた，国際法違反の
回避からは乖離したものであるとしつつも，国際協調論（internationalist 
conception）と呼んで，新しい潮流として，Charming Betsy Canon の根拠論
ないし性質論（183）の一翼に位置付ける（130）。




⎝186　Bradley は，直接 Charming Betsy Canon に言及するものではないことを認めつつ，立
法者の意図を重視し，国際条約への違背を回避した先例として，Cher Heong v. U.S., 112 
U.S. 536 (1884) を引用している。See, Bradley, supra note 122, at 436. See also, J.J. Paust, 
International Law as Law of the United States 33 & 125 n.3 (2003)［他の関連判例・
裁判例について近時のものを含めて紹介している］.
⎝187　Bradley, ibid., at 435-436.




ての性格が強いものの，国際協調論は，Charming Betsy Canon の要求内容に関わるもの
であって，根拠について述べるものではないという印象を受ける。その意味で，ここで
は，「根拠論ないし性格論」としている。実際，Bradley 自身も，立法者意思論と国際協
調論を，「two common conceptions of the role of the Charming Betsy Canon」とし，問
題関心がずれていることも同時に指摘している。See, Bradley, ibid., at 435.























Betsy Canon が採用された当時の「law of nations」概念が自然法の性質を持
つものであり（134），国内の実定法に優位するものであるという観念が存在して
⎝191　Ibid., at 523.







⎝193　Ibid., at 513. See also, supra note 158-153 and accompanying text.
⎝194　See also, e.g., J. Lobel, The Limits of Constitutional Power: Conflicts Between Foreign 























⎝195　Bradley, supra note 122, at 503-513.
⎝196　Ibid., at 520-523.
⎝197　Erie Railroad v. Tompkins, 304 U.S. 64 (1338). Bradley の Erie 判決理解については，
C.A. Bradley & J.L. Goldsmith, Customary International Law as Federal Common Law, 
110 Harv. L. Rev. 815 (1337)［hereinafter Bradley & Goldsmith (Harv.)］; C.A. Bradley & 
J.L. Goldsmith, The Current Illegimacy of International Human Rights Litigation, 66 
Fordham L. Rev . 313 (1337); C.A. Bradley, J.L. Goldsmith & D.H. Moore, Sosa, 
Customary International Law, and the Continuing Relevance of Erie, 120 Harv. L. Rev. 
863 (2007) などを参照。もっとも，Bradley の Erie 判決には批判も多い。ここでは，代
表例として，H.H. Koh, Commentary, Is International Law Really State Law?, 111 Harv. 
L. Rev. 1824 (1338) を挙げておく。また，関連する邦語文献としては，横山真紀「『Erie
法理』再考 ― 合衆国憲法における慣習国際法の地位 ― 」法学新報108巻７・８号
（2002年）183頁以下などがある。



























⎝200　Ibid., at 526. Bradley は，これに続いて，Bradley は，違憲判断回避原則と同根である
ことを前出の Catholic Bishop 事件判決にも言及しつつ指摘したり，国家行為の法理（act 
of state doctrine）を国際法からの要請としてではなく，国内憲法上の権力分立の問題と
して整理した，Banco Nacional de Cuba v. Sabbatino, 376 U.S. 338, 476 (1364) を援用した
　りしている。後者に関しては，邦語の文献では，樋口範雄『アメリカ渉外裁判法』（弘
文堂，2015年）303-314頁などを参照。
⎝201　Bradley, ibid., at 523ff..
⎝202　See, Baker v. Carr, 363 U.S. 186, 211 (1362). 最近のものとして，Zivotofsky v. Clinton, 
132 S.Ct. 1421, 1427-1428 (2012) なども参照。












Charming Betsy Canon がリスク回避の枠組みとして機能しうること，政治
部門も国際法をむやみに破ろうとはしないので，立法者の意図に沿う結果に
なる可能性は高いこと，Charming Betsy Canon 自体が長く知られてきたも
のであり，あくまで補充的な理由づけとはいえ，その背景には政治部門によ
る受容もあると伺えることなどを指摘している（206）。















































Paust, supra note 186, 125 n.3なども参照。

























とは考えておらず，焦点を当てている場面が異なるともしている。See, Bradley, supra 
note 122, at 435. 彼による国際協調論の括りだしに当たっては，国際法違反の回避にとど
まらず，積極的な適合解釈を志向するかによっている。See, Bradley, ibid., at 438. したが
って，本文で指摘したような特徴は，当然と言えば当然である。See also, J.F. Coyle, 
Incorporative Statutes and the Borrowed Treaty Rule, 50 Va. J. Int’l L. 655, 708-710 (2010). 
さらに，前掲註⎝189で述べたことも参照。
⎝211　Coyle, ibid., at 708.
⎝212 　Bradley, supra note 122, at 433 n.101. See also, H.H. Koh, Why Do Nations Obey 
International Law?, 106 Yale L.J. 2533, 2657 (1337).
⎝213　Koh, supra note 125, at 250. Bradley は，立法者意図論の内容を，別の場所で国際協調
論の一種として整理する，Fitzpatrick, supra note 122, at 173の言葉をわざわざ引用して



















「国内制定法解釈における国際法の実質的利用（the substantive use of 
international law in domestic statutory interpretation）」と呼んで，これを
Charming Betsy Canon の要請内容として理解する（214）。そして，このように






⎝214　Steinhardt, supra note 122, at 1135ff..
⎝215　See, ibid., at 1137.










る問題である。確かに，Steinhardt は，Charming Betsy Canon の根拠を権
力分立に求めているわけではない。しかし，Steinhardt は，権力分立論上の
問題点には自覚的であり，それに対して応答を行っている。そして，最終的























（Bradley, supra note 122, 507-503）との類似性を見いだすことができる。See, Steinhardt, 
ibid., at 1125-1134. 公共的価値と解釈方法論一般ついては，やや古いが，W.N. Eskridge, 
Public Value in Statutory Interpretation, 137 U. Penn. L. Rev. 1007 (1383) を参照。とりわ






























common law と同じように扱って，適用していけばよいのであって，Charming Betsy 
Canon は，脱・解釈原則化（decanonization）されるべきだとするものとして，Turley, 
supra note 184がある。なお，Steinhardt も一元論・二元論と Charming Betsy Canon の
関係について述べ，二元論的に理解すれば，権力分立を守る予防的な法理と理解される
こととなるとし，さらには，合衆国最高裁の判例も，Charming Betsy Canon を二元論的


































⎝223　Bradley, supra note 151, at 85.






























































断回避原則（234）と Charming Betsy Canon の間に存在する相違点から，前者に






























する Sunstein の指摘（233）を紹介することによって，Posner の主張自体に疑義
　憲法判断回避原則と違憲判断回避原則の区別が十分になされていない点について，拙
稿・前掲註㉝286-287頁註17などを参照。
⎝235　Note, supra note 133, at 1220.
⎝236　Ibid., at 1221ff..
⎝237　R.A. Posner, Statutory Interpretation – in the Classroom and in the Courtroom, 50 U. 
Ch. L. Rev. 800, 816 (1383).
⎝238　A.M. Bickel, The Least Dangerous Branch 181 (2nd ed., 1386) を引用する。
⎝239　ここでは，C.R. Sunstein, Law and Administration After Chevron, 30 Colum L. Rev. 













明確な意思表明のルール（242）の一種として擁護する Sunstein も，Charming 







 L. Rev. 315 (2000).




指摘するものとして，W.N. Eskridge & P.P. Frickey, Quasi-Constitutional Law: Clear 
Statement Rules as Constitutional Lawmaking, 45 Vand. L. Rev. 533 (1332) も参照。
⎝243　See, E.R. Posner & C.R. Sustein, Chevronizing Foreign Relations Law, 116 Yale L.J. 
1170, 1136-1200 & 1210-1211 (2007). なお，この論文の共著者である Posner は Eric 




⎝244　なお，Bradley も Sunstein が指摘するような，違憲判断回避原則と Charming Betsy 
Canon の相違点については，自覚的である点については，後掲註⎝294ないし⎝295及び対応す
る本文を参照。
⎝245　Bradley, supra note 122, at 503-511.























⎝247　Bradley, supra note 122, at 512. ただし，Bradley は，「law of nations」概念における，
国際公法・国際私法の未分離を指摘し，それが一旦，国家間関係の規律に純化された上
で，第二次大戦後に，再び，国家・個人間関係の問題が国際法の対象となったことを指
摘している点で，「国家間関係 → 個人の問題への拡張」という単線で描く，Harvard Law 
Review の Note とは異なっている。
⎝248　Note, supra note 133, at 1226.
⎝249　Ibid., at 1227.
⎝250　Ibid., at 1223.














　以上のような批判を通じて，Note は，Charming Betsy Canon は明確な意
思表明（254）のルールの一種として用いるのではなく，他のありうる解釈方法を
施した上で補充的に行われるべきこと（255），特に人権に関する慣習国際法への
Charming Betsy Canon の適用を控えるべきこと（256），そして，慣習国際法に
ついては，いかなる種類のものであっても Charming Betsy Canon の適用を
すべきでないこと（257）の以上３点を結論として示す。
　ところで，慣習国際法を Charming Betsy Canon の適用対象から外すとい
う点については，先に少し触れたコロンビア特別区連邦巡回裁判所の
Kavanaugh 判事が同じ主張をしている（258）。その根拠づけは，Harvard Law 





⎝255　Note, supra note 133, at 1232-1233.
⎝256　ここでは，コストの衡量の問題が大きな理由としてあげられる。See, Note, ibid., at 
1234-1235.
⎝257　ここでは，慣習国際法の性質と議会による意見表明の確保の必要性が大きな理由とし
てあげられる。See, ibid., at 1235-1236.
⎝258 　Al-Bihani, 613 F.3d 1, 3ff. (Kavanaugh, J., concurring). See also, H.G. Cohen, Formalism 




Canon を慣習国際法について適用することは妨げられないとする。See, Bradley & 
Goldsmith (Harv.), supra note 137, at 872. 当該論文では，連邦法として認められるには，
立法府たる連邦議会によって積極的な受容・実施がなされる必要があることが権力分立
の観点から強調されるのであるが，そこには，むしろ Kavanaugh 判事の立論との親近性
が窺われ，慣習国際法への Charming Betsy Canon の適用の許容とのつながりは必ずし























　ここまで，Bradley による Charming Betsy Canon の根拠づけあるいは性
格づけの議論を紹介し，Charming Betsy Canon の要求内容を Bradley より








⎝262　Ibid., 613 F.3d at 32-33 (Kavanaugh, J., concurring). See also, The Fund for Animals, 
472 F.3d at 873 (Kavanaugh, J., concurring).































⎝266　この点について強調する，最近の合衆国最高裁判決として，Zivotofsky v. Kerry, 135 
S.Ct. 2076 (2015) がある。合わせて参照，拙稿・前掲註⑵268頁以下。なお，Zivotofsky v. 
Kerry 事件判決の Thomas 同意意見は，拙稿・同上280頁以下で好意的に引用した，S.B. 


















Charming Betsy Canon の適用について慎重とならざるを得ない場面があるのは
否めない。その意味では，国内の制定法の意義が曖昧な場合に限って Charming 
Betsy Canon が適用される，補充的にのみ Charming Betsy Canon が適用される
という主張は，とりわけ慣習国際法を適用対象とする場合の議論として再構成
　 (2001) に全面的に依拠した議論を展開する（See, Zivotofsky, 135 S.Ct. at 2036ff. (Thomas, 
J., concurring)）が，法廷意見はむしろ，Prakash と Ramsey が批判する論理構成を採用
している。
⎝267　Restatement (Third), supra note 163, at 202§326⑵ . See also, e.g., Sumitomo Shoji 
America v. Avagliano, 457 U.S. 176, 184-185 (1382); C.A. Bradley, Chevron Deference 
and Foreign Affairs, 86 Va. L. Rev. 643, 701ff. (2000)［Chevron 敬譲の一種に位置付けう
ることを示唆する］.
　　また，Bradley は，Charming Betsy Canon の適用に際しても，国際法の内容の決定に
当たって，政治部門の理解が優先されるべきことを指摘している。See, Bradley, supra 
note 122, at 533. 同趣旨の主張を Charming Betsy 判決が，「この国において理解される
ところの国際法 (the law of nations as understood in this country)」への違反を回避する
よう説いていること (Charming Betsy, 6 U.S. at 118) に着目して導く見解として，E.T. 
Swaine, The Local Law of Global Antitrust, 43 Wm. & Mary L. Rev. 627, 717 (2001) が
ある。




























束されないという理論である。ICJ のノルウェー漁業事件判決（Fisheries Case (U.K. v. 




傍論ながらこの理論を認めるものとして，Sidermann de Blake v. Argentina, 365 F.2d 







表明によって慣習国際法の拘束を逃れる可能性を模索するものとして，C.A. Bradley & 
M. Gulati, Withdraw from International Custom, 120 Yale L.J. 202 (2010)［hereinafter 











ではない（276）のではないか（277）。もちろん，裁判所が Charming Betsy Canon
を適用して，議会による意思表明を封じ込めてしまうという Harvard Law 





　 Law and Withdrawal Rights in an Age of Treaties, 21 Duke J. Comp. & Int’l L. 1 (2010)
　［hereinafter Bradley & Gulati (Duke)］がある。
⎝274　Bradley や Gulati 自体，離脱を認めうる領域が限定されるとしたり（see, Bradley & 
Gulati (Yale), ibid., at 273-275），離脱についてのルールもそこに含まれることになる慣習
国際法についての二次規則一般がなお形成登場であることなどと指摘したり（see, 









うに解釈すべきだと述べるものとして，Vimar Seguros Y Reseguros, S.A. v. M/V Sky 
















であって，直接的には Charming Betsy Canon の問題ではないと整理できる
ように思われる（273）。また，国際的な行政ネットワークによって形成された規










値するが条約解釈について拘束はしない（Sanchez-Llamas v. Oregon, 548 U.S. 331, 353　
(2006)）とし，また自動執行性を否定している（Medellin v. Texas, 552 U.S. 431, 513-514 
(2008). 拙稿・前掲註⑶423頁も参照）ことに照らせば，パネル報告の場合もこれと同様に
考えることになるのではないか。See, M.J. Alves, Reflections on the Current State of 
Play, 300 Tul. J. Int’l & Comp. L. 233, 348 (2003). WTO 紛争解決手続におけるパネル報
告がそれ自体として米国裁判所の国内法解釈を拘束するものではない点を指摘する下級
審裁判例として，例えば，Corus Staal v. Department of Commerce, 335 F.3d 1343, 1348 
(Fed. Cir., 2005)［hereinafter Corus Staal Ⅱ］がある。
⎝279　ただし，先に触れた，条約実施機関等のトランスナショナルな，しかし拘束力が必ず
しも伴わない解釈と，国内の執行府や行政機関の解釈の抵触をどう処理するかという問
題につながる場合があり，そのような問題については，Chevron Doctrine と Charming 
Betsy Canon の優劣問題という問題設定でよく議論されており，この点については，
２.２.２. で取り上げる。
⎝280 　See, e.g., A-M. Slaughter, A New World Order 36ff. (2004); S. Wheatley, The 
Democratic Legitimacy of International Law 264-267 (2010); C. MÖllers, The Three 














































と Charming Betsy Canon の関係を論じるということには，議会と裁判所の
問題に加えて，議会と執行府あるいは行政機関との関係，そして執行府ある
いは行政機関と裁判所の関係に関わる問題が現れており，優れて権力分立の




























































違憲判断回避原則の淵源が Charming Betsy 判決に求められており，これを












Charming Betsy Canon はその正当性について違憲判断回避原則よりも慎重
に根拠づけることが必要であり，両者を同日に論じることはできない（234）。そ
して，DeBartolo 判決自体，Charming Betsy Canon の Chevron Doctrine へ
の優位を直接述べるものではなく，あくまで違憲判断回避原則が，13世紀初
頭の Marshall 首席判事が執筆した Charming Betsy 判決にその淵源を求め
ることもできるものであるということでその重要性を補足的に述べたものに
すぎないと解すべきことになる（235）。DeBartolo 判決自体の妥当性に疑問を投
⎝293　Footwear Distributors, 852 F.Supp. at 1031.
⎝294 　See, e.g., Alves, supra note 278, at 318-313; Posner & Sunstein, supra note 243, at 1211; 
Bradley, supra note 267, at 687. ただし，Charming Betsy Canon と違憲判断回避原則の
同根性を指摘する，Bradley, supra note 122, at 526に注意。他方，違憲判断回避原則と
Charming Betsy Canon との近似性を指摘する見解として，D. Cole, The Idea of 
Humanity: Human Rights and Immigrations’ Rights, 37 Colum. Hum. Rts. L. Rev. 627, 
646-647 (2006) も参照。





















最後に Chevron Step ２の合理性判断において，国際法適合性を加味すると
いう手段がある（233）。最終的に，行政解釈を裁判所が是認するところまでを
Chevron Doctrine あるいは Chevron 敬譲と呼ぶのであれば，ここに述べた
三つの処理方法は，少なくとも一定の場合には，国際法による行政解釈排除
につながるという意味で，両者の調整手法とは言えないかもしれないが，あ





⎝297　全面的な Chevron Doctrine の排除を述べるものではないが，行政の規則制定に当たっ
てとられた手続の性質によって，敬譲の程度が異なる旨を述べるものとして，J.A. Rastani 
& I. Bloom, Interpreting International Trade Statutes: Is Charming Betsy Sinking?, 24 
Fordham Int’l L.J. 1533, 1533-1540 & 1544-1545 (2001) や Federal Mogul v. U.S., 63 
F.3d 1572, 1573 (1335) などがある。
⎝298 　A.O. Canizares, Is Charming Betsy Losing Her Charm? Interpreting U.S. Trade 
Agreements and the Chevron Doctrine, 20 Emory Int’l L. Rev. 531, 608 (2006).






るとして，Chevron Doctrine の適用を排除したものがある（300）。WTO 法を巡
る下級審裁判例（301）の中では，議会の意図や目的を確定するにあたっては，伝
統的な解釈手法（traditional tools of statutory construction）に従うとし，
Charming Betsy Canon がここにいう伝統的な解釈手法に該当すると明記す
るわけではないが，それを示唆するものとして，合衆国国際通商裁判所
（United States Court of International Trade）の Hyundai v. U.S. 事件判決（302）
があり，これは，Step１への国際法の盛り込みの例として整理することがで
きるように思われる（303）。
　Step ２において，Charming Betsy Canon を考慮した例としては，大気汚
染防止法の行政解釈に当たって，大気の清潔性以外の要素を考慮することを
許容するために，Charming Betsy 判決に言及して WTO の判断を援用した，





⎝300　INS v. Cardoza-Fonseca, 480 U.S. 421, 436-447 (1387). なお，このように国際法の内容
を立法過程に盛り込むには，本件のように条約実施法律であることが必要であるといえ
よう。もっとも，逆に言えば，国際法実施法律の場合には，Chevron Step１で国際法の
内容を読み込む手法が，Chevron Doctrine と Charming Betsy Canon を調和的に融合す
る，有力な手段として浮上するといえよう。
⎝301　Step１の問題として処理したものに限定せず，WTO 法関連の下級審裁判例を概観する
　ものとして，A. Davies, Connecting or Compartmentalizing the WTO and United 
States Legal System? The Role of the Charming Betsy Canon, 10 J. Int’l Econ. L. 117, 
123ff.(2007) などを参照。
⎝302　Hyundai v. U.S., 53 F. Supp. 2d 1334, 1337-1338 &1343-1344 (1333).
⎝303　ただし，DeBartolo 判決を引用している (Hyundai, 53 F. Supp. 2d at 1344) という点で
は，一律 Chevron 排除の立場を採用した判決と読む余地がないわけではないが，あくま
で冒頭において Chevron Doctrine の判断枠組について論じている (ibid., at 1337-1338)
のであって，本文のように理解することが妥当であると思われる。
⎝304　Warren Corporation, 153 F.3d 616 at 624.
⎝305 　Corus Staal v. Department of Commerce, 253 F. Supp. 2d 1253, 1261ff. (2003)























⎝306　Federal Mogul, 63 F.3d at 1581. 
⎝307　行政への裁量が Charming Betsy Canon によって制約されるという論じ方を強調すれ
ば，Charming Betsy Canon による Chevron Doctrine の排除と読めないわけではない。
⎝308　この点に関して，議会による国際法からの逸脱自体可能であり，国際法違反にどのよ
うに対処するかは裁判所ではなく議会の仕事であるとするものとして，Suramerica v. 
U.S., 366 F.2d 660, 668 (2005) や Corus Staal Ⅱ, 335 F.3d at 1348がある。
⎝309　Unisor v. U.S., 26 C.I.T. 767, 777ff. (2002)［hereinafter Unisor I］.
⎝310　ただし，ここでも上記の Hyundai 判決や DeBartolo 判決が引用されている点には注意
が必要である (Unisor I, 26 C.I.T. at 776)。
⎝311　Alves, supra note 278, at 352.
⎝312　See, e.g., Timken v. U.S., 240 F. Supp. 2d 1228, 1233 (Ct. Int’l Trade 2002)［hereinafter 
Timken Ｉ］; Corus Staal Ⅰ , 253 F. Supp. 2d at 1264; Timken v. U.S., 354 F.3d 1334, 
1344 (Fed. Cir. 2004) ［hereinafter Timken Ⅱ］; Corus Staal Ⅱ, 335 F.3d at 1348.






























⎝314　See, e.g., Unisor v. U.S., 342 F. Supp. 2d 1267, 1273 (Ct. Int’l Trade 2004); Timken Ⅰ, 
240 F. Supp. 2d at 1240.
⎝315　See, e.g., Timken Ⅱ, 354 F.3d at 1344.


















































　こうして Bradley は，Chevron Doctrine の検討に移る。彼は，Chevron 判








⎝320　Bradley, supra note 267, at 651 & 702.
⎝321　U.S. v. Curtiss-Wright Export Corporation, 233 U.S. 304 (1336). この判決については，
さしあたり，拙稿・前掲註⑵268頁以下などを参照。
⎝322　Bradley, supra note 267, at 664-667.
⎝323　Bradley が Chevron Doctrine の紹介を行ったのちに，Chevron 型基礎付けの利点とし
て，Chevron Doctrine の広範な受容，法律による枠付けという制約原理の存在などを挙
げ，従来の両極端な見方に対して，現実的で穏当な見方を提示するものであると評価し






















　以上のような Bradley の Chevron Doctrine への着目に示唆を受けて（330），
対外事項全般について，裁判所による執行府・行政機関への Chevron 型の敬
譲の拡大を説くのが，Posner と Sustein である（331）。彼らが言うには，対外
事項に関する問題については，Charming Betsy Canon などの国際的な礼譲
（international comity）を求める法理もあれば，逆にアメリカの利益を優先し
礼譲を排除するような法理も存在する。しかし，そのいずれも，現実の損益
⎝327　See, ibid., at 677 & 680.
⎝328　Ibid., at 702.
⎝329　Ibid., at 707 & 716.
⎝330 　彼ら自身，Bradley の議論に多くを負うていることを認めているが，Bradley が
Chevron Doctrine 本来の枠付を守って，同様の状況が存在するかを問題となっている法
源ごとに細かく確認したが，自分たちは Chevron Doctrine を基礎付ける実質的な機能に
着目して，それを応用しようとするものであると差異を見出している。See, Posner & 

































⎝335　See, ibid., at 1204-1207.
⎝336　Ibid., at 1134.
⎝337　Ibid., at 1136, 1223 & 1228. See also, C. Sunstein, Nondelegation Canons, 67 U. Chi. L. 
Rev. 315, 331-335 (2000). なお，Sunstein がここで制約原理として挙げる，Nondelegation Canon
については，拙稿・前掲註⑵300-301頁でも触れた。





　Posner と Sustein の議論に対して，執行府・行政機関にあまりにフリーハ
ンドな権限を与えるものであるとして，鋭い批判を浴びせるのが，Jinks と
Katyal である（333）。彼らは，奇しくも，「法の支配」という言葉を使って，
Posner と Sustein の議論はその法の支配を害するものであるという。そし
て，執行府・行政機関による対外事項の処理には議会による制約に従うべき
領域が存在し，その領域については，議会の課した制約の枠内にとどまって




















⎝341　Jinks & Katyal, supra note 268, at 1233.
⎝342　Ibid., at 1243.
⎝343　Ibid., at 1244.































かではある。See, Posner & Sunstein, supra note 243, at 1138 & 1203.





































































　ここまで，２.２. では，米国における Charming Betsy Canon をめぐる理
論的問題について検討を続けてきた。そこでまず看取されたのは，権力分立
によって Charming Betsy Canon を基礎づけようと試みた Bradley に限ら
ず，米国においては，Charming Betsy Canon が優れて権力分立に関わる問
題であることが意識されているということである。
















府・行政機関を含めた三面関係で，Charming Betsy Canon にアプローチす
る必要があることについても言及し，Charming Betsy Canon と Chevron 





















においては，Charming Betsy Canon が人権と全く無関係に論じられている
とは言わないが，沿革からしても人権法とは関係のないところから生じてき
た解釈原則である。憲法の人権規定の解釈において Charming Betsy Canon
を援用しようとする見解がないわけではないが，これも既に述べたように，










































































Charming Betsy Canon を米国における国際法適合的解釈と呼ぶことは，ミスリーディン
グということになりかねない。なお，国際法に積極的に適合させる場合も，違反の回避
の一種であるということはでき，両者の相違が相対的であるという点にも留意しておか



















ても，Charming Betsy Canon のようなルールを導入することによって国際
協調が図れるというのであれば，憲法38条２項を根拠に国際法の法律に対す
る優位を導く必要はないということになりかねない。したがって，憲法38条
２項論こそが，今むしろ再検討されるべきではないのか。すなわち，我々に
とっての今後の課題として，憲法38条２項の制定過程研究や，たとえば，一
般国際法の連邦法律への優位を定めたドイツ連邦共和国基本法25条や，同基
本法の書かれざる憲法原則である，国際法調和性原則などの議論をめぐる比
較法研究を通じて，国際協調主義から求められる国際法の尊重がどの程度の
⎝364　例えば，佐藤・前掲註⒂83頁などを参照。
⎝365　阪本昌成『憲法理論Ⅰ（補訂第３版）』38頁（成文堂，2000年），中川・前掲註（117-1）63頁など
を参照。
⎝366　成立に必要とされる手続のみで国内法上の序列が決まるのが妥当とは思われないが，
広い意味での条約，すなわち国際法の一種であっても，国会の承認を経ない行政協定は，
法律に劣位するものと考えられており，このような場合にのみ手続に着目して国内法上
の序列を決定するのは，背理とも言える。
⎝367　日本国憲法60条２項・61条と同53条を対比せよ。
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ものなのかを明らかにするという課題が浮上する（368）。そして，これを踏まえ
てこそ，我が国おける具体的な国際法適合的解釈の方法論が論じられるので
ある。
　以上の通りであるならば，38条２項論に結論が与えられない限りは，論じ
ても詮なきことかもしれないが，最後に，国際法適合的解釈の中身に関して
ここでも触れておきたい。この点，アメリカにおける議論に看取された，国
際法考慮の程度の観点は，我が国においても重要な視点であり，特段その取
り入れを阻むべき理由もないだろうから，これを導入していくべきである。
また，その際，考慮される国際法の種類・性質，解釈に当たって国際法が考
慮される国内法の性質にも着目すべき点も忘れてはいけない。本稿第１章に
おける，国際法の参照，国際法適合的解釈，国際法の私人間適用への分類の
提案は，このような観点からも正当化可能であるということができよう。た
だし，そこでは，実施法律か否かなどの観点は考慮されておらず，このよう
な観点を我が国に持ち込んで行くことも検討されなければならない。また，
国際法違反の回避か，積極的な適合かという問題は，我が国で近時議論され
ている，合憲限定解釈と憲法適合的解釈の分類の問題（363）とも類似する（370）点
があり，両者の相互参照による理解の深化も今後の課題となろう。
　このように課題はなお尽きないところであるが，これ以上冗長になっても，
ますます退職をお祝いするに適さない駄文になるだけであり，米国の議論を
確認し，日本における今後の議論展開に伴う課題を確認できたということを
以って，ひとまず筆を擱くこととする。
⎝368　以上の点について重要な先行研究となるのが，齊藤正彰の一連の研究（参照，齊藤・
前掲註及び所収の諸論文）である。また，拙稿・前掲註⑶454-455頁も参照。なお，
本稿は１.３. において，国内法秩序における序列問題に大きく依拠して議論を展開して
おり，その見直しが必要になる可能性もないわけではない。
⎝369　さしあたり，拙稿・前掲註㉝285頁以下などを参照。
⎝370　合憲限定解釈と憲法適合的解釈の差異が，要求内容としての憲法違反の回避と積極的
な憲法への適合の差異にあるかというと，そうとも言えない面がある。もっとも，前者
をアメリカの avoidance 理論に淵源を持つもの，後者をドイツの理論に淵源を持つもの
と理解すれば，そのような対比もあながち間違いではないように思われる。
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〔付記〕
　本稿は，2015年11月14日開催の第73回岡山公法判例研究会にて行った，報告「国内法の
国際法適合解釈・序説」に大幅に加筆・修正を施したものである。示唆的なコメントを
下さった同研究会の参加者各位にはお礼申し上げる。また，これは，JSPS 科研費（若手
Ｂ）「グローバル化時代における国内裁判所と民主政」（課題番号26780020・研究代表者山
田哲史）及び，JSPS 科研費（基盤Ｃ）「憲法適合的解釈の国際比較―『日本型違憲審査制』
の構築に向けて ―」（課題番号26380033・研究代表者土井真一）の交付を受けて行った
研究の成果の一部である。
